
第６号様式（第１０条関係） 

 

令和３年６月29日 

 東 京 都 知 事  殿 

 

郵便番号 150-0002 

特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地 

東京都渋谷区渋谷三丁目２６番１６号第五叶ビル５階 

特定非営利活動法人の名称 

特定非営利活動法人両育わーるど 

代表者氏名 重 光 喬 之                  印 

電話番号  050-3630-8508 

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号 

  

事 業 報 告 書 等 提 出 書 

  

 前事業年度(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで)の事業報告書等について、特定非営利

活動促進法第２９条（同法第５２条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）及び特定非営利活動促進法施行条例第４条の規定に基づき、

下記の書類を提出します。 

 

記 

  

１ 事業報告書  ２部 

２ 活動計算書  ２部 

３ 貸借対照表  ２部 

４ 財産目録   ２部 

５ 前事業年度の年間役員名簿   ２部 

６ 前事業年度末日における社員のうち１０人以上の者の名簿  ２部 

 

 

備考 

１ 特定非営利活動促進法第５２条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に

より提出する場合は、１から６までの書類の提出は各１部とします。 

２ 特定非営利活動促進法第５２条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に

より提出する場合は、「特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地」欄に都内における事務所の

所在地を併記してください。 

３ ５の書類は、前事業年度において役員であった者全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者

についての前事業年度における報酬の有無について記載した名簿のことです。 

(日本工業規格A列4番) 



 書式第１２号（法第２８条関係） 
 
 
 

令和２年度 事業報告書 
 

令和２年４月１日 から 令和３年３月３１日まで 
 
 
 
  

 
 特定非営利活動法人両育わーるど  
 
 １ 事業の成果 
 

令和元年度休止していたTHINK POSSIBILITYプロジェクトの“難病者の社会参加を考える研究会”を
再開し、当事者・企業・自治体向けに難病者の就労調査を実施し、難病のある人の就労機会の拡大を目
的にアドボカシー活動を行った。THINK UNIVERSALプロジェクトは、教育機関と製薬会社にのみコンテ
ンツ提供し、当事者及び福祉施設への直接・間接支援は今年度も休止した。オリパラ教育では昨年同様
都内教育機関へ継続提供した。 
 

 ２ 事業の実施に関する事項 
 
 （１）特定非営利活動に係る事業 
  

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

事業費の 

金額 

（千円） 

 

 発達 障害児
者へ の直接
及び 間接支
援事業 

休止 
 

     

社会 福祉施
設へ の運営
支援事業 

休止 
 

     
 

社会 福祉施
設へ の情報
取扱 支援事
業 

休止 
 

     

障害 児者の
処遇 改善及
びア ドボカ
シー事業 

難病者の社会参加研究会名
義で、要望書2種、471自治
体へ提案実施し、就労に関
する実態調査を行い、団体
や企業らと15回の勉強会を
実施。 

通年実施。 当法人事務所
内及びオンラ
インで実施 
 

１０人 障害をもつ当
事者や周囲の
人々。日本人
の5人に1人。 
 

０ 

障害 児者の
支援 者の処
遇改 善及び
アド ボカシ
ー事業 

同上 同上 同上 
 

１０人 障害をもつ当
事者や周囲の
人々。日本人
の5人に1人。 
 

    ０ 

 

障害 児者と
周囲 の人々
との 学び合
いの 啓蒙事
業 

障害疑似体験や理解啓発ポ
スターの展示、イベント運
営、学生へのオリパラ教育
などを実施。 

通年実施。 当法人事務所
内、都内の公
立幼稚園～小
中高校、国内 
の企業・団体 

１0人 都 内 公 立学
校、その他福
祉感関係者、
人材・人事関
連企業1000人 

１,７９９  

 
 
 



書式第９号（法第１０条・第２５条関係）　　

特定非営利活動法人両育わーるど
（単位：円）

Ⅰ　経常収益
１　受取会費

入会金
正会員受取会費 110,000

110,000

234,020 234,020
３　受取助成金等

受取補助金
４　事業収益

(1)発達障害児者への直接及び間接支援事業
(2)社会福祉施設への運営支援事業
(3)社会福祉施設への情報取扱支援事業
(4)発達障害児者の処遇改善及びアドボカシー事業
(5)発達障害児者の支援者の処遇改善及びアドボカシー事業
(6)発達障害児者と周囲の人々との学び合いの啓蒙事業 808,201 808,201

５　その他収益
受取利息 11
雑収入 11

経常収益計 1,152,232
Ⅱ　経常費用

１　事業費
(1)人件費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費
ボランティア経費
アルバイト経費 16,900
人件費計 16,900

事務費 7,658
会議費
旅費交通費
謝礼金 60,220
宿泊費
広報費
委託費 1,577,620
減価償却費
賠償責任保険加入費
慶弔交際費
職員研究費
印刷製本費 11,880
システム開発費
システム運用費 17,282
処遇改善活動費
啓蒙活動費
基金運用費
諸会費 121,000
諸雑費 11,000
その他経費計 1,806,660

1,823,560
２　管理費

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
年末調整費
人件費計 0

事務費
水道光熱費
通信運搬費 22,868
地代家賃 33,000
旅費交通費
減価償却費
諸雑費
その他経費計

(3)予備費 0
55,868

1,879,428
-727,196

Ⅲ　経常外収益
0 0 0

Ⅳ　経常外費用
0

税引前当期正味財産増減額 -727,196
法人税、住民税及び事業税 0
前期繰越正味財産額 1,427,005

　　次期繰越収支差額次期繰越正味財産額 699,809

令和２年度　　活動計算書

　　令和２年４月１日　から　令和３年３月３１日まで

科 目 金 額

賛助会員受取会費
２　受取寄附金

経常費用計
当期経常増減額

経常外収益計

経常外費用計

受取寄附金

(2)その他経費

事業費計

(2)その他経費

管理費計



書式第１５号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人両育わーるど

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金 513,104

未収金 190,000

　流　動　資　産　合　計 703,104

２　固定資産

　固　定　資　産　合　計

資　　産　　合　　計 703,104

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金

前受金

短期借入金 3,295

預り金

　流　動　負　債　合　計 3,295

２　固定負債

　固　定　負　債　合　計

負　　債　　合　　計 3,295

Ⅲ　正味財産の部

 前期繰越正味財産 1,427,005

 当期正味財産増減額 △ 727,196

 正味財産合計 699,809

負債及び正味財産合計 703,104

令和２年度  貸借対照表

令和３年３月３１日現在

科 目 金 額



書式第１７号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人両育わーるど

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金

手元現金 0

ゆうちょ銀行普通預金 348,222

三菱UFJ銀行普通預金 164,882

未収金

正会員受取会費 190,000

正会員入会金 0

　流　動　資　産　合　計 703,104

２　固定資産

　固　定　資　産　合　計 0

資　　産　　合　　計 703,104

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金

前受金

短期借入金

短期借入金 3,295

預り金

　流　動　負　債　合　計 3,295

２　固定負債

　固　定　負　債　合　計 0

負　　債　　合　　計 3,295

正　　味　　財　　産 699,809

令和２年度　　財産目録

　令和３年３月３１日現在

科 目 金 額



書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人両育わーるど

１． 重要な会計方針
　　 　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正　NPO法人会計基準協議会）

によっています。
　

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２． 事業別損益の状況
（単位：円）

発達障害児者
への直接及び
間接支援事業

社会福祉施設
への運営支援

事業

社会福祉施設
への情報取扱

支援事業

障害児者の処
遇改善及びア
ドボカシー事

業

障害児者の
支援者の処
遇改善及び
アドボカ
シー事業

障害児者と周囲
の人々との学び
合いの啓蒙事業

事業部門計 管理部門計 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 0 110,000 110,000

受取寄附金 0 234,020 234,020

受取助成金等 0 0 0

事業収益 808,201 808,201 0 808,201

その他収益 0 11 11

経常収益計 0 0 0 0 0 808,201 808,201 344,031 1,152,232

Ⅱ　経常費用
人件費
役員報酬 0 0 0

給料手当 0 0

ボランティア経費 0 0 0

アルバイト経費 16,900 16,900 0 16,900

年末調整費 0 0 0

人件費計 0 0 0 0 0 16,900 16,900 0 16,900

その他経費
事務費 0 7,658 7,658

会議費 0 0 0

諸会費 121,000 121,000 0 121,000

謝礼金 60,220 60,220 0 60,220

広報費 0 0 0

委託費 1,577,620 1,577,620 0 1,577,620

旅費交通費 0 0 0

宿泊費 0 0 0

通信運搬費 0 22,868 22,868

職員研修費 0 0 0

印刷製本費 11,880 11,880 0 11,880

システム開発費 0 0 0

システム運用費 0 17,282 17,282

地代家賃 0 33,000 33,000

諸雑費 11,000 11,000 0 11,000

その他経費計 0 0 0 0 0 1,781,720 1,781,720 80,808 1,862,528

経常費用計 0 0 0 0 0 1,798,620 1,798,620 80,808 1,879,428

当期経常増減額 0 0 0 0 0 -990,419 -990,419 263,223 -727,196

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

金額
0

（２）

内容 算定方法

 ２．

 ３．

 ４．

 ５．

（１）

令和２年度　計算書類の注記

（１）

科目

 １．



４． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は699,809円ですが、そのうち378,510円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は321,299円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

2020年度短期借入金 42,864 23,714 63,283 3,295

42,864 23,714 63,283 3,295

５． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

０ ０ ０ ０ ０ ０

６． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
42,864 23,714 63,283 3,295

７． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）

（活動計算書）
受取寄付金

活動計算書計
（貸借対照表）
未払金

貸借対照表計

８．

　・　事業費と管理費の按分方法

234,020 0

0

234,020 0

0

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

各事業の経費及び事業費と管理に共通する経費については、従事割合に基づき按分しています。

合計

科目
計算書類に計上された

金額
内役員及び近親者との

取引

合計

科目

合計

科目
短期借入金

備考内容


